
2023 年度 要望活動 

 

今年度も日本水道運営管理協会として厚生労働省と日本水道協会に対し、水道運営事業の厳しい経営

環境や優秀な人材の確保と育成に苦慮している点やウォーターPPP への対応など水道事業での実情を報告し、

下記の要望を行うとともに意見交換を行った。 

 

【要望実施日】 

・2023 年 11 月 6 日（月）14：00～ 厚生労働省 医薬・生活衛生局 水道課 

厚生労働省水道課 名倉課長に当協会 飯嶋会長から要望書を手渡し、意見交換を行った。 

・2023 年 11 月 6 日（月） 16：00～ 日本水道協会 

日本水道協会 青木理事長に当協会 飯嶋会長から要望書を手渡し、意見交換を行った。 

 

【要望事項】 

＜厚生労働省＞ 

１．水道事業の基盤強化のため、広域化・官民連携の推進について 

・  当協会員が人材確保・育成をしていくためには、継続的かつ安定して業務に従事できることが必要

不可欠であることから、運転維持管理業務発注の際は、積極的に長期契約の採用を水道事業

体へ指導をいただきたいこと 

・  労務単価及び人件費等の賃金水準又はユーティリティ費（電気料金、浄水処理用薬剤等）が変

動した場合には、契約変更の実施又は契約変更の取り扱いについて契約書へ記載するとともに、

その費用については適正に支払うよう水道事業体へ指導いただきたいこと 

・  スライド条項の適切な運用の観点から、契約書により明確なスライド条項を記載するよう水道事業

体に指導いただきたいこと、並びにガイドライン等で物価指数等を用いた適正な指標に基づく、より

具体的な精算方法を示していただきたいこと 

２．水道施設の迅速かつ適正な災害復旧等について 

      ・  近年頻発している豪雨等の自然災害に起因する災害復旧等に要する費用(初期対応を超えた場合、

例えば災害支援対応者の人件費や旅費交通費、待機時間、資機材調達費など)については、別

途精算できるよう水道事業体へ指導いただきたいこと 

３．ウォーターPPP への対応について 

・  PPP/PFI 推進アクションプラン（令和 5 年改定版）において水道分野で推進することとしているが、

受託者の業務が広範囲かつ高度化するため、業務内容を明確にするとともに業務内容に応じた

適正な費用を計上するよう制度設計していただきたいこと 

・  受託者へのモニタリングがこれまで以上に重要となるが、水道事業体職員の減少や対応できるコンサ

ルタントが限定的であることから、適切なモニタリング体制を確保できない可能性がある。このため、

モニタリング実施のためのガイドラインを策定するとともに、モニタリング実施者を確保していただきたい

こと 

・  プロフィットシェアに関し、契約上の公平性・対等性を担保させるべく適切な運用が図られるよう、ガイ

ドライン等でその具体的手法を示していただきたいこと 

また、ロスシェアの導入についても、検討を進めていただきたいこと 

以上 



【要望事項】 

＜日本水道協会＞ 

１．水道事業の基盤強化のため、広域化・官民連携の推進について 

・  当協会員が人材確保・育成をしていくためには、継続的かつ安定して業務に従事できることが必要

不可欠であることから、長期契約の様々な有効性（人材確保・育成、災害対応、コストなど）を、

貴協会員である水道事業体に周知徹底いただきたいこと 

・  少子高齢化等による慢性的な人材不足やそれらに起因した人件費の高騰により、人材確保が困

難な状況にあるため、積算要領の更なる改訂を検討いただきたいこと 

・  独自の積算や積算要領を部分的に採用することがないよう、貴協会員である水道事業体に対して、

積算要領を適正に使用するよう周知徹底いただきたいこと 

・  スライド条項の適切な運用の観点から、貴協会が示す標準的な業務委託契約書にスライド条項を

明記いただきたいこと、並びにガイドライン等で物価指数等を用いた適正な指標に基づく、より具体

的な精算方法を提示するとともに、積算要領にその精算方法を明記していただきたいこと 

２．水道施設の迅速かつ適正な災害復旧等について 

・  近年頻発している豪雨等の自然災害に起因する災害復旧等に要する費用（初期対応を超えた

場合、例えば災害支援対応者の人件費や旅費交通費、資機材調達費など）については、別途

精算できるよう積算要領を見直すとともに、貴協会員である水道事業体にその旨を周知徹底いた

だきたいこと 

３．ウォーターPPP への対応について 

・  PPP/PFI 推進アクションプラン（令和 5 年改定版）において水道分野で推進することとしているが、

受託者の業務が広範囲かつ高度化するため、業務内容を明確にするとともに業務に応じた適正な

費用を計上（新たに必要とされる作業については必要な経費を計上）するよう、積算要領におい

ても配慮いただきたいこと 

以上 

 

【厚生労働省】                              【日本水道協会】 

 

要望書を受け取る名倉課長（左から 2 人目） 要望書を受け取る青木理事長（左） 



 

【新聞記事】 日本水道新聞社 出典 

 

 

 

 

 

 

 

 

要望書を受け取る名倉課長（写真右） 意見交換の様子 


